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研究成果の概要（和文）：①我が国で使用されている現行の教科書（中学校社会科公民的分野、高等学校公民
科、中学校技術家庭科（家庭分野）、高等学校家庭科の記述内容を分析し、それぞれの記述内容の相違を基にし
て効果的な授業方法を開発した。②イギリスで使用されていた教科書（PSHE）の記述内容を翻訳・分析し、我が
国の消費者教育との相違を基に、日本版授業モデルの開発に活用した。③我が国の中学校社会科、高等学校社会
科・公民科における昭和33年版～新学習指導要領（平成29年告示・平成30年告示）の記述内容を、当時の社会情
勢などを加味しながら特徴を分析した。④現職教員に対し、消費者教育実践に関する調査を行い、その結果を分
析した。

研究成果の概要（英文）：(1) The current textbooks used in Japan (Analysis of social sciences in the 
junior high school, civil society in high school, civil society in high school, technical home 
economics in junior high school, and high school home economics are analyzed, and differences in the
 descriptive content of each are analyzed. (2) Translated and analyzed the description content of 
the textbook (PSHE) used in the United Kingdom, and applied it to the development of a Japanese 
version of the lesson model based on differences from consumer education in Japan.(3)Analysis of the
 characteristics of the contents of the new course of study in the Showa 33 edition of the Junior 
High School Social Studies, High School Social Studies, and Civil Studies in Japan, taking into 
account the social situation at that time, etc.(4) For incumbent teachers We conducted a survey on 
consumer education practices and analyzed the results.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
①我が国とイギリスの教科書内容を比較すると、イギリスの教科書は生徒の現在の日常生活と将来のライフワー
クに直接役立つような内容を記述し、個人ワーク・グループワークで課題を解決させていく授業形態が取られて
いる。一方、我が国の教科書は、現在の社会現象そのものや金融・経済に関する用語の記述が多く見られる。し
かし、我が国もキャリア教育と関連させたワークを取り入れるようになってきていることが明らかになった。
②現職教員に対する消費者教育実践に関わる調査から、教員が消費者教育を必要であるとする意識は高いが、ど
のように通常の教科や総合的な学習の時間に組み込めば良いか具体的な方法が分からないことが明らかになっ
た。



様 式 Ｃ－１９,Ｆ－１９－１,Ｚ－１９,ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 現在,国内外には金融商品が氾濫しており,特殊詐欺の被害が過去最悪（平成 27 年度上半期
236 億円）を記録したことからも,国民は生活者（消費者）として主体的に意思決定する必要
に迫られている。このような状況を鑑み,義務教育の最終段階である中学生から金融犯罪被害
を未然防止する対応力・判断力の育成並びに,持続可能な消費者市民社会を形成する能力を育
成することが喫緊の課題である。 

 
２．研究の目的 
本研究の目的は,中等教育における金融消費者教育カリキュラムを再構築するための原理と
方法を明らかにすることである。 

 
３．研究の方法 
 具体的には,中学生・高校生が経済的判断時に必要となる能力や現在の消費者教育実践に関
する課題をイギリスの一部の学校で使用されている教科書（ＰＳＨＥ）を参考にしながら明ら
かにする。最終的に行動経済学・金融法制・教育方法を駆使したカリキュラム・教材を開発し
実践化につなげていく。 
(１) 我が国における金融消費者教育に関わる学習指導要領の変遷と現在の教科用図書におけ
る記述内容を分析し,特徴を明らかにする。 
(２) 我が国の現行の消費者教育が,どのような法的根拠に則して実施されているのかを明らか
にする。 
(３) 長野県内の現職教員を対象として,学校における金融消費者教育の教育方法・教材の適切
性・授業時間数,教師が実践できない（実践しない）本質的な課題を明らかにする。 
(４) イギリスの一部の学校で使用（現在は必修科目からは外されている）されている教科書（Ｐ
ＳＨＥ）を翻訳し,イギリスの消費者教育の学習内容を明らかにする。 
(５) 上記(１)(２)(３)(４)に基づいて,金融消費者教育の学習カリキュラムを再構築する。 
 
４．研究成果 
平成 30年度末に研究成果報告書を発行し,信州大学附属中央図書館に納付した。  
平成 28年度 
①我が国の中等教育で使用されている教科用図書（中学校公民・高等学校現代社会,政治・
経済,中学校家庭科,高等学校家庭基礎,家庭総合）を対象とし,金融・経済を中心とした記
述内容を分析した。その結果,社会科と家庭科では重複する学習事項があるため,生徒に効
率よく学習させる必要から社会科と家庭科を融合したカリキュラムを開発することが重
要であることを明らかにした。 
②中学校・高等学校における消費者教育実践に関わる実態を調査・分析し,以下のことを明
らかにした。 
・多くの教員が,学校の雰囲気が授業で「お金」に関しての授業をタブー視しているとは感じ
ていない。 
・多くの教員が「契約」など「法律」に関する内容を教えることに難色を示している。 
・教員の消費者教育実践に関係するものとして,「他者に頼ろうとする性質」「消費者教育を
実践しようとする意欲」「適切な資料を探し出す能力が不足」に係わる因子が抽出された。 
・「他者に頼ろうとする性質」に関しては,学校内に金銭を中心とした消費者教育の授業に精
通した上司や同僚がいないと授業を実施しにくい傾向がある。 
・「消費者教育を実践しようとする意欲」に関しては,消費者教育の重要性は認識しているが,
実践に対する意欲との数値に 30％の差がある。 
・「適切な資料を探し出す能力」に関しては,教員自身の教材開発能力,日常生活の金銭に関す
る消費者教育に教員自身がどの程度の問題意識を持っているか,消費者教育に関する適切
な資料を探し出す力（どのサイトにどのような教材が紹介されているか,知るぽるとの存在
や消費者庁の HPなど）が重要である。 
・多くの教員は金銭に関する消費者教育を重要（必要）と考えてはいるが,他の校務（生徒指
導）,授業（小学校では外国語活動,小学校と中学校では特別な教科「道徳」の準備等）に追
われているため,同僚等に授業展開についてアドバイスを受けられる環境ではない。特に,
小学校では外国語活動に係わる準備,中学校は職場体験活動を中心とするキャリア教育,部
活動指導や生徒指導対応に時間を割かれている傾向が強い。 
  
 平成 29 年度 
①昭和 33 年から新学習指導要領までの学習指導要領の記述の変遷を分析し,金融・経済・
消費者教育がどのように変化してきたのか,それぞれの学習指導要領の特徴を明らかに
した。 



②中学校・高等学校における消費者教育の実践に関わる実態調査（２回目）を行い,その結
果を分析し, 以下のことを明らかにした。  
・因子分析の結果から,教師の消費者教育の実践に関わる意識として,「自力で解決しようと
する性質」「消費者教育を実践しようとする意欲」「直接的に関わる教科（社会科・家庭科）
の教員・授業に任せようとする」因子が抽出された。これらのことから,他教科の教員は特
別活動の時間や総合的な学習の時間などで学級（ＨＲ）担任という立場で消費者教育を実
践しようとする意識があまりないことが考えられる。 
・教師自身の教材開発能力,日常生活に関する教師自身の問題発見力,消費者教育に関する資
料を探し出す力（どのサイトにどのような教材が紹介されているかを見つけ出す情報収集
能力）の向上などが重要である。 
・多くの教師は金融・経済に関する消費者教育を重要（必要）と考えてはいるが,同僚等に
授業展開についてアドバイスを受けられる環境ではなく,他の校務（授業）に追われている。
平成 28年度の調査と同様の傾向がみられた。 
・学校内に金融・経済を中心とした消費者教育の授業に精通した同僚等がいないと授業を実
施しにくい傾向がある。社会科・公民科・家庭科教師の経済分野に関わる授業力向上が課
題である。 
・多くの教師が消費者教育の重要性は認識しているが,実践に対する意欲と比較すると約
20％の差がある。 
 
平成 30年度 
①日本国内の金融をめぐる諸問題の発生原因・課題などを企業の立場からみた消費者保護法,
消費者契約法,金融取引法制の視点から明らかにした。 
②イギリスの金融経済教育で使用されている教科書,副教材,教育方法を明らかにし,日本と
比較することで我が国の課題を明らかにし,学習プログラム開発につなげることができた。 
③平成 29年度に現職の中学校教員と連携し,金融消費者教育の第１案を作成・実践した結果
を基に,改訂学習プログラムを開発した。この学習プログラム案は本研究の成果として,平
成 30 年 11 月に開催された日本社会科教育学会で発表した。 
研究成果の一つである開発した指導案（一部抜粋） 
 
第２時 行動経済学の諸理論を応用して,購買戦略を考える。 
生徒の学習活動 予想される生徒の反応 指導上の留意点 

【導入】 
○前時で学んだ諸理論を思 
い出す。 
【展開】 
○最近のマクドナルドのＣ
Ｍで,「コーヒーＳサイズ
無料」にしているのはな
ぜか考えてみる。 
 
  
 
【まとめ】 
●学習したことをまとめる 

売れそうもない商品を売る
にはどのような工夫をすれ
ばよいだろうか？ 
●カードに商品名・値段を記
入し,グループごとに配
布する。 
 
  最初は個人思考 
     ↓ 
 グループで意見交換 
●無料ならマックに行く。 
●コーヒーを無料にするこ
とで,他の商品を購入さ
せようとしている。 

●最初は無料だけど,美味し
いコーヒーであれば,有
料にしても買う人がいる
ことを見込んでいる。 
 
●企業側が販売促進のため
の宣伝（広告）をどのよ
うに工夫しているのかま
とめる。 

●前時のおとり効果を参考
にしながら,値段設定や別
商品のことなどを考え
る。 

●おとり効果以外の戦略も
考えさせる。 

 
●無料にすることで,注文者
が増加するとその分,コッ
プの原料である紙（材木）
が伐採されることとゴミ
が増えることについても
気づかせる。 

 
 
 
 
 
 
●私たちはどのように行動
すればよいのだろうか 

 
④平成 29 年度の教員免許状更新講習（消費者教育関係講座）の受講者を対象として実施し
た,消費者教育の実践に関する調査結果を,平成30年9月の経済教育学会にて発表し,経済
教育学会の学会誌「経済教育 No,38」に投稿した。さらに,この調査結果を平成 30 年 11
月に実施した教員免許状更新講習（消費者教育関係講座）時に,講習参加者（現職教員）
に対し,学校の消費者教育の実践の状況を講義し,意見交流を図った。 
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